






　2016 年 5 月 12 日に、2 件の州総督布告に基づいて行われたオーストラリ
ア・ニューサウスウェールズ州（以下、「NSW 州」という。）における自治




　日本においてもこれまで大規模な自治体合併により 1888 年に 71,314 あっ






自治体数は 1948 年の自治体合併（Local Government (Areas) Act 1948）以降
で一番多いものになる。
2 Saulwick, J., Kembrey, M. & McKenny, L. (2016), NSW council amalgamations 
announced by Premier Mike Baird, Sydney Morning Herald, 12 May. 
Available from: http://www.smh.com.au/nsw/nsw-council-amalgamations-
announced-by-premier-mike-baird-20160512-gotczo.html (Accessed: 1 March 
2017).
3 総務省「市町村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴」
 http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html（2017 年 3 月 1 日アクセス）
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強いられることはない。一方で、オーストラリアでは州政府の意思決定によ













について、2016 年に NSW 州で行われた自治体強制合併の事例を扱い、そ
の経緯や手続を概観する。オーストラリア国内の自治体合併については田部
美博（2000）4 が 1990 年代の動向を、田辺康彦（2014）5 が 2011 年から 2013 年







リア研究紀要』第 26 号、21-39 頁。
5 田辺康彦（2014）「NSW 州地方自治体改革～ Sansom Report に見る日本との
共通性～」地方自治制度研究会『地方自治』No.795、74-91 頁。
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　NSW 州では 1906 年に地方自治法（Local Government Act）が制定され、



















9 同、304-305 頁。 
10 一般財団法人自治体国際化協会（2015）『オーストラリアとニュージーランド
の地方自治』一般財団法人自治体国際化協会、14 頁。
11 Ryan, R. et al.(2015), Why Local Government Matters Full Report 2015, 
Australian Centre of Excellence for Local Government, University of 
Technology Sydney, P.104.
12 オーストラリアには住民票制度がなく、転居時にも役所を訪れる必要がない。
13 NSW 州地方自治法第 255 条「州総督は市長及び議員を免職することができる」。



























14 NSW 州地方自治法第 256 条「州総督は行政官を任命する、又は新たに選挙を
行うことができる」。
15 西山隆行（2014）『アメリカ政治 制度・文化・歴史』三修社、64 頁。
16 Johnson, K. (2006), Sovereigns and Subjects: A Geopolitical History of 
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1977年 1987年 1992年 2002年 2007年 2012年
広域自治体（County） 3,043 3,041 3,043 3,034 3,033 3,031
基礎自治体（Municipal） 18,862 19,200 19,296 19,431 19,492 19,519
図表 1　米国における広域自治体数及び基礎自治体数の推移 17


















Metropolitan Reform in the USA, Environment and Planning A, 38(1), P.150.
17 Tiley, I. (2010), Local Government Structural Reform in Anglosphere and OECD 
Countries, Working Paper Series, p.12 及び United States Census Bureau (2007), 
Local Government and Public School Systems by Type and State: 2007、Hogue, 
C. (2013), Government Organization Summary Report: 2012 より作成。















よるトロント市への周辺自治体の合併や、2002 年から 2006 年にかけて「一
つの島に一つの市」（Une île, une ville）のスローガンの下に、ケベック州
がモントリオール島内で行った自治体再編19 である。オンタリオ州におい
てはこうした自治体合併の結果、1995 年に 850 あった州内の自治体数が
2001 年までに 444 にまで減少した20。州政府主導の合併については 1995 年




めの住民投票も行われたが、結果、投票者の約 4 分の 3 が反対票を入れて
いた21。住民投票の結果に州政府への法的拘束力はなく、1997 年に成立した
18 Sancton, A. (2005), The Governance of Metropolitan Areas in Canada, Public 
Admin. Dev. 25, pp.320-321. 
19 ケベック州の主導により、モントリオール島内の自治体は一度一つに合併さ
れたが、2006 年に 15 団体が独立して現在に至る。
20 Siegel, D. (2006), Recent Changes in Provincial-Municipal Relations in Ontario: A 
New Era or a Missed Opportunity?, McGill-Queen’s University Press, p.186. 等。
21 Chidley, J. & Hawaleshka, D. (2003), Toronto’s Struggle Against Amalgamation, 
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Historica Canada. Available from:  http://thecanadianencyclopedia.com/en/
article/torontos-struggle-against-amalgamation/ (Accessed: 1 March 2017).
22 Miljan, L. & Spicer, Z. (2015), Municipal Amalgamation in Ontario, Fraser 
Institute, pp.4-7.
23 1982 年に「1867 年憲法」（Constitution Act 1967）に改称された。












ば、旧東ドイツ 5 州においては、1990 年時点で基礎自治体の約半数が人口








は、1973 年に 1,244 あった自治体数が 2009 年時点で 353 にまで減少してい
る27。ニュージーランドでも行政制度が国と広域自治体、基礎自治体の 3 層
構造になっており、国主導で 1989 年の改革により、828 の自治体を 87 団体
24 イェンス・テスマン、片木淳（2012）「ドイツにおける自治体区域改革－メク
レンブルク・フォアポンメルン州を中心として－」財団法人自治体国際化協




究会調査研究報告書　平成 17 年度』58-59 頁。
27 田村秀（2013）「2009 年におけるイングランドの地方自治体再編と日本への示
唆」新潟大学法学会『法政理論』45 巻 3 号、255 頁。
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にまで合併した28。上記以外の強制合併の事例として、スウェーデンにおい











28 Dollery, B., Garcea, J. & LeSage, E. (2008), Local Government Reform: A 









オーストラリア アメリカ合衆国 カナダ ドイツ




































































































　1980 年代以降、オーストラリアでは、Margaret Thatcher 政権下の英国
や隣国ニュージーランドの NPM（New Public Management）の影響から行
政経営の合理化の機運が高まり、1990 年代に至ると本格的に自治体改革が
行われた。1993 年から 1996 年にかけて、オーストラリア各州政府は時代の
変化に合わせて自治体が弾力的に変化できるように地方自治法を改正し、自
治体の運営の効率化を目指したが、NSW 州においても 1993 年に地方自治
法が改正され、自治体の政策立案等を担う議会と、事務の執行管理を担う
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けた州政府による自治体の強制合併が進んだ。VIC 州では 1990 年から 2000
年にかけて、210 あった自治体数を 78 に、南オーストラリア州では 122 を
68 にするなど、大規模な自治体再編が行われた。90 年代に自治体数が増加
したクイーンズランド州（以下、「QLD 州」という。）においても、2008 年
に自治体再編が行われ、157 あった自治体数が 73 に再編された。
1910年 1967年 1982年 1990年 1995年 2000年 2008年 2016年
ニューサウスウェールズ州 324 224 175 176 177 174 152 129
ビクトリア州 206 210 211 210 184 78 79 79
クイーンズランド州 164 131 134 134 125 157 73 77
南オーストラリア州 175 142 127 122 119 68 68 68
西オーストラリア州 147 144 138 138 144 142 142 139
タスマニア州 51 49 49 46 29 29 29 29
北部特別地域 0 1 6 22 63 69 16 17
合計 1067 901 840 848 841 717 559 538
州名 地方自治体数
図表 3　各州の自治体数の変遷 30
　一方で、NSW 州においては C.J. Barnett を議長とする Barnett 委員会が




あった。この時期には、州内の自治体数が 176 から 174 に減っただけであり、
30 Local Government NSW (2015), Amalgamations: To Merge or not to Merge?.
及び各州ウェブサイト等から作成。2016 年は 9 月 1 日時点のもの。







2001 年までに 10 の自治体が自主的に 5 団体に合併した31。続いて、2003 年


















た。同年 8 月に Don Page 地方自治大臣は 25 年後の 2036 年の自治体の姿
を見据えた Destination 2036 プログラムについて討議するため、州中央
部のダボ（Dubbo）において会議を開催し、会議後に設置された実行委
員 会（Implementation Steering Committee） に よ っ て 2012 年 6 月 に は
Destination 2036 に向けた行動計画（Destination 2036 Action Plan）が策定
された。オーストラリアでは、改革の際に専門家で構成される委員会を立ち
31 ILGRP (2012), Barriers & incentives to voluntary boundary change, p.6.
32 Local Government NSW (2015), Amalgamations: To Merge or not to Merge?, 
pp.6-7. 及び各市ウェブサイトから作成。
232443_首都大_都市政策_第11号-4校.indb   87 2017/03/07   19:06:22




会（Independent Local Government Review Panel）（以下、「ILGRP」とい
う。）に諮問された。
　2013 年 4 月 に ILGRP が ま と め た 提 言 書（Future Directions for NSW 
Local Government Twenty Essential Steps）では州財務公社（New South 




例えばシドニー市もウェブページ“Keep It Local”を立ち上げ、ILGRP の
合併についての提言の根底にある“bigger is better”という考えについて
異を唱えた33。
　こうした批判が高まる中、2013 年 10 月に ILGRP は州政府に最終報告書




33 City of Sydney “Keep It Local”, http://www.cityofsydney.nsw.gov.au/
council/news-and-updates/keep-it-local (Accessed: 1 March 2017).




（2）Fit for the Future と IPART による査定
　NSW 州政府は ILGRP の最終報告書で、州内の自治体が州の期待する働
きをしていないとされたことや、州内の 3 分の 1 以上の自治体が財政問題を







Wales Treasury Corporation）と ILGRP の分析を元に描かれ、以下の 4 つ
の要素を備えたものとされた。
34 ILGRP (2013), Future Directions for NSW Local Government -Twenty 
Essential Steps, p.13.
35 Office of Local Government, NSW (2014), Fit for the Future – A roadmap for 
Stronger, Smarter Councils, p.5.
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る第三者機関、独立価格規制審判所（Independent Pricing and Regulatory 
Tribunal of New South Wales）（以下、「IPART」という。）に査定を依頼した。








　IPART は FFTF に基づき、各自治体の評価項目として、①規模とキャパ













　査定結果は 2015 年 10 月に発表され、IPART は 144 の自治体から提出さ
れた 139 のプロポーザルのうち、FFTF に適合するものは 52 件しかなかっ
たと判断した。特に、シドニー大都市圏では多くの自治体が「合併しない」
という選択をしたことから、71％が不適合になった39。この IPART の判断に
基づき、同年 12 月に、州政府は州内の自治体数を 152 から 112 に削減し、
その中でも特にシドニー大都市圏の自治体は 43 から 25 に削減することで人
口 15 万人以上の大規模な自治体とする方針を示した40。　
38 IPART(2015), FIT FOR THE FUTURE ASSESSMENTS COMPLETE. 
Available from: http://www.ipart.nsw.gov.au/files/sharedassets/
website/trimholdingbay/media_release_-_fit_for_the_future_assessment_
complete_-_16_october_2015.pdf (Accessed: 1 March 2017).
39 IPART(2015), Report Card. Available from: https://www.nsw.gov.au/sites/
default/files/news/ipart_report_card_summary.pdf (Accessed: 1 March 2017).
40 ABC News (2015), NSW councils to merge under State Government plan 
for forced amalgamations; 2016 elections delayed, ABC News, 18 December.
Available from: http://www.abc.net.au/news/2015-12-18/sydney-councils-to-
be-forced-to-merge-by-nsw-government/7039326?pfmredir=sm (Accessed: 1 
March 2017).
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図表 6　FFTF 各評価項目の定義及び評価基準 41
41 Office of Local Government, NSW (2014), Fit for the Future – A roadmap for 
Stronger, Smarter Councils, p.8.




　合併の方針を定めた州政府では 35 の合併案を作成し、2016 年 1 月 6 日に
Paul Toole 地方自治大臣が地方自治法第 218 条に基づき、地方自治省の事






で地方自治大臣及び地方自治体境界委員会（Local Government Boundaries 
Commission）に報告書を提出する。公聴会の他にも、市民は 2 月 28 日まで
ウェブサイト等から州政府に意見を送ることができる。
　2 月 26 日には地方自治大臣によって、元州会計検査院事務総長の Bob 
Sendt が境界委員会の委員長に、自治体の市長、議員、地方自治省の職員の






　こうした経緯を経て、2016 年 5 月 12 日に州政府では、自治体合併の布告
（Local Government (Council Amalgamations) Proclamation 2016 及び Local 
Government (City of Parramatta and Cumberland) Proclamation 2016 42）を
David Hurley 州総督の名の下に公布し、同日に州首相が発表した。この布
告により、44 の自治体を 19 の自治体に統合することで、自治体の数を 23
42 パラマタ市及びカンバーランド市の 2 市は単なる複数市の合併ではなく、既
存の市の一部分割も含めた合併であるため、他の合併布告とは別で布告が行
われている。
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ものの 2 種類があり、自治体は審査委員会（Stronger Communities Fund 
Assessment Panel）を設立して補助金申請のあったプログラムの審査に当
たらせる。
43 ヒルシャイア及びホーンズビーシャイアの 2 自治体は境界変更のみであるた
め、合併後も引き続き残る。
44 アドミニストレーターは市長や議員の役割を代行する。
45 NSW Government Stronger Councils. 
 https://www.strongercouncils.nsw.gov.au/funds/ (Accessed: 1 March 2017)





市民からは反発も起きた。上記の合併の他に、州政府は 31 の自治体を 9 の
46 Local Government NSW (2015), LGNSW Information Sheet – Boundaries 
Commission Process.
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47 Regional Development Australia (2015), Issues Report No.9: The Economic 
Impacts of Local Government Amalgamations 等から作成。
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連邦国家における地方自治体の強制合併―2016 年ニューサウスウェールズ州自治体強制合併の事例から―（小松　俊也）
　2004 年の合併については ILGRP が Jeff Tate Consulting 社に評価を依頼
しており、2013 年 1 月に発表された同社の報告書では、合併の費用は過少
に見積もられがちであったとともに、合併を妨げる規制や計画不足があった
にもかかわらず、2004 年の合併はインフラや行政サービス等の面で多くの
好ましい結果を残したとしている48。この報告書に対し、Bell, B., Dollery, B. 
& Drew, J. （2016) は厳密さを欠いていると指摘し、2013 年の州財務公社の
データを用いた上で、2000 年及び 2004 年の強制合併で新設された自治体と
他の自治体との間に財政力の違いは確認できないとした49。実際に、2000 年
代前半に合併によって新たに誕生した 26 の自治体のうち、IPART の査定で











化に結びつくこと50、2007 年から 2008 年にかけてのクイーンズランド州での
強制合併の結果が規模の不経済に陥っていること51 等の様々な面から検証を
48 Jeff Tate Consulting Pty Ltd (2013), Report: Assessing Processes and 
outcomes of the 2004 Local Government boundary changes in NSW, p.40.
49 Bell, B., Dollery, B. & Drew, J. (2016), Learning from Experience in NSW?, 
Economic Papers, Vol.35, No.2, pp.105-106.
50 Carvalho, P., Marques, R. & Dollery, B. (2015), Is bigger better? An empirical 
analysis of waste management in New South Wales, Waste Management, 
Vol.39, pp.277-286.
51 Drew, J., Kortt, M. & Dollery, B. (2016), Did the Big Stick Work? An 
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　ILGRP 委員長の Graham Sansom が自治体に対して「変わらないという
選択肢はない」（No change is not an option）53 と述べていたように、州政府
は自治体に対して FFTF に適合するような変革を求めていたが、IPART が








Empirical Assessment of Scale Economies and the Queensland Forced 
Amalgamation Program, Local Government Studies, Vol.42, No.1, pp.1-14.
52 Dollery, B. & Jack, W. (2013), Bigger Is Not Always Better: An Evaluation 
of “Future Prosperity of the Hawkes Bay Region” and “Potential Costs and 
Savings of Local Government Reform in Hawkes Bay”
53 Walcha News (2014), Local government: No change not a viable option, 
Walcha News, 16 January. Available from: http://www.walchanewsonline.
com.au/story/2027302/local-government-no-change-not-a-viable-option/ 
(Accessed: 1 March 2017).




ある。2014 年から 2015 年初期にかけて、カナダベイ市はインナーウエスト
地域の近隣他市と共に強制合併について懸念の声を上げた。しかし、州政府
が自治体に対して変化を求めていることや、カナダベイ市単独では 2036 年
に十分な人口数を保てないこと、IPART に FFTF に適合しないと判断され
る可能性が高いことなどから、2015 年 7 月、バーウッド市、オーバーン市
と合併してシドニーオリンピックパーク市とする計画を州政府及び IPART
に提出した。
　ILGRP はインナーウエスト地域の他 3 市も合わせた合併を提案していた
が、カナダベイ市はこの 2 市との合併で、10 年間で約 1 億 4000 万豪ドル
の経費削減と、より良いインフラの整備を達成し、FFTF の 7 つの財政基
準のうち 6 つが達成可能であるとした54。そして、同年 10 月に発表された







を有する Richard Colley が派遣され、2 月 4 日に合併についての公聴会が開






54 City of Canada Bay, Proposed council amalgamations, http://www.
canadabay.nsw.gov.au/fit-for-the-future-state-governments-proposed-council-
amalgamations.html (Accessed: 1 March 2017).
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して合併しないことを主張しており、4 月 16 日の会議において合併に対抗
して法的措置を採ることを決定した。その後、同市は調査員の報告書の法的
不備を指摘することで、州土地環境裁判所（NSW Land and Environment 
Court）に提訴した。提訴によって合併が一時中断状態となったため、州政
府は引き続き合併を目指すとしたものの、5 月 12 日の州総督布告において












イ市は別の合併計画を IPART に提出しており、他の 4 市は合併しないとい
う立場を示していた。IPART の査定によって 4 市の独立維持のプロポーザ
ルは全て FFTF に不適合であると判断され、この内、隣接しているアシュ
フィールド市、ライカート市、マリックビル市の 3 市の合併が推奨された。
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連邦国家における地方自治体の強制合併―2016 年ニューサウスウェールズ州自治体強制合併の事例から―（小松　俊也）
図表 8　インナーフィールド地域の自治体の IPART 査定結果図 55
　州政府は 2016 年 1 月に 3 市に対して合併案を提示し、合併が今後 20 年
間で 1 億豪ドル以上の財政的利益を生むとした 56。3 市には州政府等で行政経
験のある Cheryl Thomas が派遣され、調査の結果、合併を推奨するとされ
た。3 市の合併に関して境界委員会にはウェブサイト上、郵便、電子メール
等で 755 件の意見が集まったが、これは 3 市の全人口の 0.4％以下の数字で
あり57、この数字を見る限りでは住民の関心は高いとは言えない。
　しかしながら、5 月 12 日のインナーウエスト市が誕生後、一部の市民か
らは強い反発があり、約 200 名の市民が市の会議に押しかけ、州が任命し
たアドミニストレーターの発言を妨害することで流会にさせる事件が起き
た58。7 月 5 日に開催された第 2 回の会議においても会議場内に自治体合併や
55 IPART (2015), Assessment of Council Fit for the Future Proposals, p.49.
56 NSW Government (2016), Merger Proposal: Ashfield Council Leichhardt 
Municipal Council Marrickville Council.
57 Thomas, C. (2016), Examination of a Proposal for the creation of a new 
local government area incorporating Ashfield Council Leichhardt Council 
Marrickville Council, p.8.
58 ABC News (2016), Inner West Council’s new administrator spat on during 
rowdy meeting, ABC News 25 May. Available from: http://www.abc.
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域内の道路計画に反対する 100 人以上の住民が押しかけて妨害行為が行われ
るなど 59、合併への反発が続いており、合併後早期に辞任した 2 名の暫定副














連邦議会の野党党首（Leader of the Opposition）Bill Shorten も強制合併は
「民主主義の冒涜 60」だと批判している。本稿では、州政府からの強制合併が、
net.au/news/2016-05-25/inner-west-council-protesters-shut-down-first-
meeting/7443204 (Accessed: 1 March 2017).
59 Visentin, L. (2016), Tensions run high at Inner West Council meeting, The 
Sydney Morning Herald, 6 July. Available from: http://www.smh.com.au/
nsw/tensions-run-high-at-inner-west-council-meeting-20160705-gpzbuy.html 
(Accessed: 1 March 2017).
60 Wood, A. (2016), Council mergers: Bill Shorten pledges to block Mike Baird’s 
‘insult to democracy’with $20m plebiscite, the Daily Telegraph, 13 June. 
Available from: http://www.dailytelegraph.com.au/news/national/federal-
election/council-mergers-bill-shorten-pledges-to-block-mike-bairds-insult-to-








Luke Foley も「2019 年選挙で野党が政権を取った際には合併解消の措置を
取る61」としているが、2007 年から 2008 年にかけて QLD 州で強制合併され
た自治体の内、4 団体が 2012 年の自由国民党への政権交代後に合併解消し
たように、今後、NSW 州においても政権交代が起きた場合には合併推進の
流れに逆行することも想定される。また、2017 年１月に Mike Baird に代わっ










　NSW 州 2016 年自治体強制合併の効果検証は、合併から一定期間を経て
行われる必要があるが、検証結果にかかわらず本事例は今後の自治体強制合
democracy-with-20m-plebiscite/news-story/1c25c2bd972796f095b0d8f83c47eb
8e (Accessed: 1 March 2017).
61 前掲注（2）。
62 Nicholls, S. & Visentin, L. (2017), Berejiklian government stays course on 
Sydney council mergers but relents on regions, The Sydney Morning 
Herald, 14 February. Available from: http://www.smh.com.au/nsw/
berejiklian-government-stays-course-on-sydney-council-mergers-but-relents-
on-regions-20170213-gubt1a.html (Accessed: 1 March 2017).
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